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１．16年3月期の連結業績(平成15年4月1日～平成16年3月31日) 
 (1)連結経営成績     【単位：百万円】(百万円未満切捨) 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 

16年3月期 19,991 22.5 1,077 － 1,285 － 
15年3月期 16,318 4.8 △ 207 － △ 83 － 
 

 当 期 純 利 益 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり 

当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
16年3月期 △ 919 － △ 10.71 － △ 5.0 5.0 6.4 
15年3月期 △ 901 － △ 10.17 － △ 4.6 △ 0.3 △ 0.5 

  (注)①持分法投資損益    16年3月期   － 百万円  15年3月期   － 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 16年3月期 85,830,308株  15年3月期 88,596,935株 
    ③会計処理方法の変更 有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 (2)連結財政状態         【単位：百万円】(百万円未満切捨) 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
1株当たり 
株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

16年3月期 25,052 17,675 70.6 213.36 
15年3月期 26,130 18,880 72.2 216.12 

  (注)期末発行済株式数(連結) 16年3月期 82,845,897株  15年3月期 87,361,189株 
 
 (3)連結キャッシュ･フローの状況      【単位：百万円】(百万円未満切捨) 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期   末   残   高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

16年3月期 2,341 485 △ 2,399 2,195 
15年3月期 3,938 117 △ 3,499 1,767 

 
 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 10社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社 
 
 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結(新規) －社 (除外) －社 持分法(新規) －社 (除外) －社 
 
２.17年3月期の連結業績予想(平成16年4月1日～平成17年3月31日) 
              【単位：百万円】(百万円未満切捨) 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円 百万円 百万円 

中間期 11,500 1,000 950 
通 期 21,000 1,500 1,400 

  (参考)1株当たり予想当期純利益(通期) 16円90銭 
   ※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、予想につきましては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこ
れらの予想数値と異なる場合があります。 

    なお、上記予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照して下さい。 
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企 業 集 団 の 状 況 

 

   当社グループは、当社、子会社１３社及び関連会社１社で構成され、自動旋盤、研削盤、マシニングセ
ンタ、転造盤、ラップ盤、その他の工作機械等の製造販売を主な内容とし、更に各企業に関連する研究

及びその他のサービス等の事業活動を展開しております。 

   当社グループの事業系統図は、以下の通りであります。 

                                                   

                                                   
                                                    

            製  品                                   

                            製 品           製 品      

            外注加工                                   

                                                   
                            部 品           部 品      

                                                   

                                                   

                                製       品          

            部  品                                   
                                部       品          

            外注加工                                   

                                                   

                            部 品                    

                                                   
                                                   

                                      製            

                                      品            

                                          製 品      

                                                   
            製  品                                    

                                                   

            部  品            製 品           製 品      

                                                   

            製  品            部 品           部 品      
                                                   

                                                   

                                                   

 

                                                   
       製品の流れ                                       

       部品及び外注加工の流れ                                 

                                                   

 （注１）無印 連結子会社                                      

     ※１ 非連結子会社で持分法非適用会社                            
     ※２ 関連会社で持分法非適用会社 

 （注２）販売会社「津上工販㈱」は、平成16年４月１日付で「㈱ツガミ」に吸収合併しました。 

 （注３）津上精密机床(浙江)有限公司は、平成15年９月11日に中国で設立しました。 
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製造・販売会社 

  ㈱ｼﾏﾓﾄ精工 

  ﾂｶ゙ ﾐﾃｸﾉ㈱ 

製造会社 

  ㈱ﾂｶ ﾐ゙ﾂｰﾙ 

※１㈱ﾂｶ ﾐ゙総合ｻｰﾋ ｽ゙ 

製造会社 

  ㈱ﾂｶ ﾐ゙ﾌ゚ ﾚｼｼ ｮ゙ﾝ 

製造・販売会社 

  ㈱ﾂｶ ﾐ゙ﾊｲﾃｯｸ 

販売会社 

  津上工販㈱ (注2) 

※１ﾂｶ゙ ﾐ(ﾀｲ) 

※２㈱ﾌｧｽﾅｰ工販 

測 

定 

器 

そ 

の 

他 

 

商   社 

保守、修理等ｻー ﾋ ｽ゙部門 

 津上工販㈱ (注2) 

 ㈱ﾂｶ゙ ﾐﾏｼﾅﾘｰ 

※１ ﾂｶ゙ ﾐ(ﾀｲ) 

その他 

 ㈱ﾂｶ゙ ﾐﾒｶﾃｯｸ 

 ㈲ﾂｶ゙ ﾐｴﾝｼ゙ ﾆｱ 

 ㈲浅間エフワン 

 

製造会社 

※１津上精密机床 

  (浙江)有限公司 (注3) 

 
商  社 
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経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

   当社は､創業以来培ってきた精密技術を基礎に市場のニーズを絶えず先取りし、新しい価値の創造

を通じ、社会に貢献することを経営の基本に置いております。 

   このような基本方針により、お客様のご要望に合致した「高精度」「高速」｢高剛性｣の製品を提供

することに努力いたしております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

   当社は今後とも、時代の変化に対応した開発投資を積極的に行い、競争力の一層の強化、経営の

効率化に引き続き取り組むことにより、企業の総合力を高め、株主の皆様に利益還元を図るのが基

本と考えております。 

   従って、企業体質の強化を図りつつ、配当可能な業績を確保すべく、全社を挙げて努力して参る

所存であります。 

 

３．中長期的経営戦略と対処すべき課題 

   当社は、中長期的経営戦略として、以下の重点課題に対し積極的に取り組んで参ります。 

 （１）成長分野を狙った新製品の投入 

    今後、設備投資意欲が旺盛な成長分野、例えば電機業界のＦＤＢ、小型モータ、通信分野およ

び自動車、医療分野における高精度の小型部品加工を狙い、高度化するお客様の要求に十分応え

られる新製品の開発に全力で取り組んで参ります。 

 （２）成長地域に適合した戦略 

    設備投資が活発なアジア市場の拡販を図って参ります。 

    特に、工作機械の世界需要の最大規模となる可能性が高い中国市場へ最適の製品をタイムリー

に提供できるよう生産・販売・サービスの拠点を作り、本格進出を図ることとしました。 

    また、東南アジア市場には、タイ現地法人を拡充・強化し、サービスの充実に努めて参ります。 

 （３）経営の効率化と顧客満足度の向上 

    関連会社も含め営業・生産・管理体制を再編成し高効率経営を図って参ります。 

    平成16年４月１日付をもって、国内販売総代理店津上工販株式会社を吸収合併し、今後は国内

販売について当社が直接代理店、ユーザーに販売させていただくことになりました。これにより、

お客様との距離が縮まり様々なご要望に迅速に対応することが可能になると考えております。 

    なお、津上工販株式会社が担当しておりました当社製品のアフターサービスは、株式会社ツガ

ミマシナリーにて専門的に行うこととし、サービス拠点機能を充実させると共に、サービスマン

のレベルアップも含めサービスの一層の質的向上を図って参ります。 
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４．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

    当社のコーポレートガバナンスにつきましては、取締役会および監査役会を基本機構としてお

ります。取締役会は、迅速かつ的確な経営判断を行うため、原則として月１回開催（平成15年度

は実績17回開催）され、対応すべき経営課題や重要事項の決定について充分な議論、検討を尽く

したうえで意思決定を行うことを基本としております。取締役会および主要会議には監査役が常

時参加し、取締役の業務執行状況を監査しております。 

    なお、当社は平成16年４月１日より執行役員制度を導入し、執行役員の任期を１年にすること

といたしました。全社的な意思決定に関する者を取締役とし、担当部門の業務執行に責任を負う

者を執行役員とすることにしました。 

    また、株主・投資家等に対するＩＲ活動や情報開示を積極的に行うことにより経営の透明性を

高めて参ります。 

    今後もコーポレートガバナンス確立に向け着実に取り組んでいく所存であります。 
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１．経営成績 

（１）当期の概況 

   当期におけるわが国経済は、企業の設備投資の持ち直しと輸出環境の改善を足掛かりに、緩やか

な景気回復傾向が見られました。 

   工作機械業界におきましても、自動車業界の堅調な受注と一般機械分野からの受注が回復し、全

般では受注実績は前期に比べて増加しました。 

   このような状況の下で、当社は長年培った精密加工のノウハウをもとに、更に高度化するＩＴお

よび自動車関連のニーズを先取りした新製品ＣＮＣ精密自動旋盤ＢＭ０７／１６、ＣＮＣ精密自動

旋盤ＢＮ１２／２０、ＣＮＣ高精密旋盤Ｃ１５０、ＣＮＣターニングセンターＴＭＵ１、ＣＮＣ精

密タレット旋盤Ｍ３４Jを市場に投入して参りました。 

   開発の成果が実を結びましたこれらの新製品を中心に、国内、アジア、米国、欧州において積極

的に展示会に出品し、直接ユーザーにＰＲする等、販売活動を活発に行って参りました。 

 

［連結業績］ 

   売上高につきましては、新規ユーザーの開拓を積極的に行うなど営業努力の結果、前期比 

  ２２.５％増の１９,９９１百万円となりました。 

   国内は前期比３０.９％増の１３,０２９百万円と順調に推移し、輸出につきましても、アジア地

区が下半期に好調に伸びました結果、輸出額は前期比９.４％増の６,９６２百万円となりました。 

   また、輸出比率は３４.８％となりました。 

   工作機械事業の売上高は前期比１６.９％増の１６,６２０百万円となりました。 

   機種別の売上高につきましては、主力の自動旋盤は自動車関連およびＨＤＤ関連が順調に伸びま

した結果、前期比２３.１％増の１１,０８７百万円となりました。研削盤の売上高も自動車関連お

よび油圧機器関連が好調で前期比１４.３％増の２,０７４百万円となりました。マシニングセンタ

の売上高は前期より本格的に拡販しました立形マシニングセンタが寄与し前期比２１.０％増の 

  １,７４１百万円となりました。転造盤・ラップ盤の売上高は前期比３.６％減の８７４百万円とな

りました。 

   また、測定器その他の事業の売上高は、受託製品の大幅増加により前期比６０.１％増の 

  ３,３７０百万円となりました。 

   当期の純損益につきましては、営業利益は１,０７７百万円（前期営業損失２０７百万円）、経常

利益は1,２８５百万円（前期経常損失８３百万円）、当期純損失は、たな卸資産除却損、減損損失等

を特別損失に計上しましたため９１９百万円（前期純損失９０１百万円）となりました。 

 

［個別業績］ 

   当期の売上高は、前期比２６.２％増の１７,９１４百万円となり、経常利益１,０６７百万円（前

期経常損失１６６百万円）、当期純損失は９７７百万円（前期純損失９７２百万円）となりました。 
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（２）次期の見通し 

   電機、自動車、医療等の成長分野を狙った新製品の投入と、中国、東南アジア等の成長地域に適

合した戦略を展開すると共に、経営の効率化と顧客満足度の向上に努めて参ります。 

 

・平成１７年３月期の連結通期業績見通し 

     売上高    ２１,０００百万円 

     経常利益    １,５００百万円 

     当期純利益   １,４００百万円 

・平成１７年３月期の個別通期業績見通し 

     売上高    ２０,０００百万円 

     経常利益    １,３５０百万円 

     当期純利益   １,３００百万円 

 

［利益配分について］ 

   上記の業績見通し及び前述の利益配分に関する基本方針に従い、次期配当金につきましては、年

間配当で１株当たり２円から３円を予定しております。 
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２．財政状態 

（１）当期のキャッシュ･フローの状況 

   当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比４２７百万円増加し 

  ２,１９５百万円となりました。 

   当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動による資金は、２,３４１百万円の増加となりました。これは、主にたな卸資産の 

  減少１,５５８百万円と、仕入債務の増加１,２９５百万円により資金が増加し、売上債権の増 

  加２,００４百万円により減少したものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動による資金は、４８５百万円の増加となりました。これは、主に投資有価証券の売 

  却による収入によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動による資金は、２,３９９百万円の減少となりました。これは短期借入金の返済 

  １,４３４百万円および自己株式の取得９６５百万円によるものであります。 

 

（２）キャッシュ･フロー指標のトレンド 

 平成15年3月期 平成16年3月期 

自己資本比率(％) 72.2 70.6 

時価ベースの自己資本比率(％) 40.1 96.9 

債務償還年数(年) 0.4 － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) 95.12 226.26 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ･フロー 

   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼ゙ ･ﾚｼｵ：営業活動によるキャッシュ･フロー／利払い 

   ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

   ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ※営業活動によるキャッシュ･フローは、連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 

 

 

 

 将来の事象に係る記載に関する注意 

   本資料に記載されている業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、潜在的なリスクや

不確実性が含まれております。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は記載されている次期の見通しとは

異なる結果となる可能性があることをご承知おき下さい。 
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比較連結貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

期　別　 当連結会計年度末 前連結会計年度末

　科　目 (H16.3.31) (H15.3.31)
％ ％

流 動 資 産 ( 17,961 ) 71.7 ( 18,119 ) 69.3 ( △ 158 )

現 金 及 び 預 金 2,235 1,807 427

受取手形及び売掛金 10,327 8,322 2,004

た な 卸 資 産 5,428 7,960 △ 2,532

繰 延 税 金 資 産 5 4 1

そ の 他 40 63 △ 22

貸 倒 引 当 金 △　75 △　38 △ 37

固 定 資 産 ( 7,090 ) 28.3 ( 8,010 ) 30.7 ( △ 919 )

 有形固定資産 [ 5,208 ] 20.8 [ 6,275 ] 24.0 [ △ 1,066 ]

建 物 及 び 構 築 物 2,614 2,791 △ 177

機械装置及び運搬具 1,523 1,819 △ 296

土 地 886 1,419 △ 532

そ の 他 185 244 △ 59

 無形固定資産 [ 20 ] 0.1 [ 24 ] 0.1 [ △ 4 ]

 投資その他の資産 [ 1,862 ] 7.4 [ 1,710 ] 6.6 [ 151 ]

投 資 有 価 証 券 1,725 1,592 132

繰 延 税 金 資 産 1 1 0

そ の 他 286 187 99

貸 倒 引 当 金 △　151 △　71 △ 80

資 産 合 計 25,052 100.0 26,130 100.0 △ 1,077

比較増減

-８-
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比較連結貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

負　債　、少　数　株　主　持　分　及　び　資　本　の　部

期　別　 当連結会計年度末 前連結会計年度末

　科　目 (H16.3.31) (H15.3.31)
％ ％

( 6,452 ) 25.7 ( 6,368 ) 24.4 ( 83 )

支払手形及び買掛金 5,513 4,218 1,295

短 期 借 入 金 － 1,434 △　1,434

未 払 法 人 税 等 28 34 △　5

未 払 消 費 税 等 73 113 △　39

賞 与 引 当 金 212 214 △　2

そ の 他 624 354 269

( 922 ) 3.7 ( 698 ) 2.7 ( 223 )

退 職 給 付 引 当 金 637 426 210

繰 延 税 金 負 債 71 － 71

連 結 調 整 勘 定 131 184 △　52

そ の 他 81 87 △　6

負 債 合 計 7,374 29.4 7,067 27.1 306

少 数 株 主 持 分 1 0.0 182 0.7 △　180

10,599 42.3 10,599 40.6 －

9,126 36.4 9,126 34.9 －

△　989 △3.9 △　70 △0.3 △　919

104 0.4 △　576 △2.2 680

△　1,164 △4.6 △　199 △0.8 △　965

資 本 合 計 17,675 70.6 18,880 72.2 △　1,204

負債､少数株主持分
及 び 資 本 合 計

25,052 100.0 26,130 100.0 △　1,077

比較増減

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

-９-
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比較連結損益計算書

期　　別　 当連結会計年度 前連結会計年度

　科　　目 (H15.4.1～H16.3.31) (H14.4.1～H15.3.31)

％ ％

売 上 高 19,991 100.0 16,318 100.0 3,673

売 上 原 価 16,346 81.8 14,034 86.0 2,311

売 上 総 利 益 3,645 18.2 2,283 14.0 1,361

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,568 12.8 2,491 15.3 76

営 業 利 益 1,077 5.4 △ 207 △1.3 1,284

営 業 外 収 益 ( 254 ) 1.2 ( 249 ) 1.5 ( 4 )

受 取 利 息 及 び 配 当 金 39 32 7

そ の 他 の 営 業 外 収 益 214 217 △ 2

営 業 外 費 用 ( 46 ) 0.2 ( 125 ) 0.7 ( △ 79 )

支 払 利 息 10 41 △ 30

そ の 他 の 営 業 外 費 用 35 84 △ 48

経 常 利 益 1,285 6.4 △ 83 △0.5 1,368

特　別　利　益 ( 269 ) 1.3 ( 46 ) 0.2 ( 222 )

投 資 有 価 証 券 売 却 益 269 4 264

そ の 他 の 特 別 利 益 － 41 △ 41

特　別　損　失 ( 2,444 ) 12.2 ( 819 ) 5.0 ( 1,624 )

た な 卸 資 産 評 価 損 230 52 177

た な 卸 資 産 除 却 損 934 － 934

投 資 有 価 証 券 売 却 損 104 － 104

投 資 有 価 証 券 評 価 損 99 757 △ 658

固 定 資 産 除 売 却 損 148 9 139

減 損 損 失 532 － 532

退 職 給 付 費 用 167 － 167

そ の 他 の 特 別 損 失 226 0 226

△ 889 △4.5 △ 856 △5.3 △ 33

29 0.1 33 0.2 △ 3

△ 1 △0.0 1 0.0 △ 3

△ 1 △0.0 △ 9 △0.0 8

△ 919 △4.6 △ 901 △5.5 △ 17

比較増減

当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益 ( △ )

-１０-
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比較剰余金計算書

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

期　別　 当連結会計年度 前連結会計年度

　科　目 (H15.4.1～H16.3.31) (H14.4.1～H15.3.31)

( 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 9,126 9,138

資 本 剰 余 金 減 少 高 ( － ) ( 11 )

自 己 株 式 処 分 差 損 － 11

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 9,126 9,126

( 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 △　70 830

利 益 剰 余 金 減 少 高 ( 919 ) ( 901 )

当 期 純 損 失 919 901

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 △　989 △　70

-１１-
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比較連結キャッシュ･フロー計算書

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

当連結会計年度 前連結会計年度

(H15.4.1～H16.3.31) (H14.4.1～H15.3.31)

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ･フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △ 889  △ 856  
減 価 償 却 費 592  688  
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △ 76  △ 52  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 99  757  
投 資 有 価 証 券 売 却 損 104  　　　　 　－
た な 卸 資 産 除 却 損 934  　　　　 　－
減 損 損 失 532  　　　　 　－
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) 117  4  
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) 210  △ 20  
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 39  △ 32  
支 払 利 息 10  41  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 269  △ 4  
売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △ 2,004  1,359  
た な 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) 1,558  617  
仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) 1,295  1,671  
そ の 他 170  △ 211  

小　　　　　　　　　　計 2,348  3,961  
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 39  32  
利 息 の 支 払 額 △ 10  △ 41  
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 35  △ 14  

　 営業活動によるキャッシュ･フロー 2,341  3,938  

Ⅱ． 投資活動によるキャッシュ･フロー

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 40  440  
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 138  △ 380  
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 61  △ 4  
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 931  16  
連 結 子 会 社 株 式 追 加 取 得 に よ る 支 出 △ 157  △ 14  
非 連 結 子 会 社 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ 183  　　　　 　－
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 　　　　 　－ △ 10  
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 9  5  
そ の 他 45  64  

　 投資活動によるキャッシュ･フロー 485  117  

Ⅲ． 財務活動によるキャッシュ･フロー

短 期 借 入 金 純 減 少 額 △ 1,434  △ 3,310  
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 965  △ 197  
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 　　　　 　－ 9  

　 財務活動によるキャッシュ･フロー △ 2,399  △ 3,499  

Ⅳ． 現金及び現金同等物の増加額 427  556  
Ⅴ． 現金及び現金同等物期首残高 1,767  1,211  
Ⅵ． 現金及び現金同等物期末残高 2,195  1,767  

科　　　　　目

-１２-
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 
   連結子会社 １０社 津上工販㈱ ㈱ツガミマシナリー ㈱シマモト精工 

             ㈱ツガミツール ㈱ツガミプレシジョン ㈱ツガミハイテック 

             ㈱ツガミメカテック ㈲浅間エフワン ㈲ツガミエンジニア 
             ツガミテクノ㈱ 

   非連結子会社 ３社 ㈱ツガミ総合サービス ツガミ(タイ) 

             津上精密机床(浙江)有限公司 

   非連結子会社３社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益 
  （持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な 

   影響を及ぼしていません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 
   持分法適用会社  ０社 

   持分法非適用会社 ４社 

  （非連結子会社 ３社を含む） 

   適用外の非連結子会社３社及び関連会社１社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金 
   に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要な影響を及ぼしておりません。 

 

３．連結子会社の決算日等に関する事項 
   すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法 

            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均 
             法により算定） 

    時価のないもの‥‥移動平均法による原価法 

  ②たな卸資産‥‥‥‥‥主として移動平均法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産 

    定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属 

   設備を除く）については、定額法によっております。 
    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

     建物及び構築物‥‥‥１５～３８年 

     機械装置及び運搬具‥‥‥‥１０年 

  ②無形固定資産 
    定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ 

   る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸 

   倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計  
   上しております。 



㈱ツガミ 

- １４ - 

 

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 

  ③退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金 

   資産の見込額に基づき計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異（２,１８０百万円）については、１５年による按分額 
   を費用処理しております。 

    数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間 

   以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会 

   計年度から費用処理することとしております。 
  (追加情報） 

    連結子会社である津上工販㈱は、簡便法によっておりましたが、平成16年4月1日に 

   当社と合併したため、当連結会計年度末の退職給付債務は原則法により算定しており 

   ます。この変更に伴う税金等調整前当期純利益に与える影響額は、△167百万円であ 
   ります。 

（４）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー 

   ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は主として税抜方式によっております。 

 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 
   連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 

 

７．利益処分項目等の取り扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいて作 
  成しております。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、 
  容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投 

  資からなっております。 

 

 会 計 方 針 の 変 更 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
   「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月

31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに
伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これによる

税金等調整前当期純利益に与える影響額は、△532百万円であります。 



㈱ツガミ 

- １５ - 

注 記 事 項 
 

（連結貸借対照表関係） 
                      当連結会計年度     前連結会計年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額      １４，１３５百万円   １５,１２５百万円 

 

２．非連結子会社及び関連会社に係る注記 

  非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通りであります。 

   投資有価証券（株式）            ２０４百万円       １６百万円 

   

３．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産 

    建物及び 構築物                       －百万円      １１７百万円 

    土      地               －         １３２  

    合      計               －         ２５０ 

   担 保 付 債 務           

    短 期 借 入 金                       －百万円       ３０百万円 

 

３．受 取 手 形 割 引 高              １５０百万円        －百万円 

  輸出受取手形割引高            １,１８３           － 

 

４．受取手形裏書譲渡高              １１９百万円      １２９百万円 

 

（連結損益計算書関係） 
                      当連結会計年度    前連結会計年度 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

    給 料 諸 手 当                     ５５２百万円      ５９３百万円 

    貸 倒 引 当 金 繰 入 額                      ４７           ５ 

    賞 与 引 当 金 繰 入 額                     １０８          ６０ 

    退 職 給 付 費 用                      ８４          ４９ 

    技 術 研 究 費                     ３６２         ２９５ 

    賃    借    料           １２９         １３１ 

    保    険    料           １２６         １３９ 
 
２．研究開発費の総額 
  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
                         ３６２百万円      ３８９百万円 
 

３．減損損失 

   当社グループは、資産を事業の関連性によりグルーピングしております。 

   事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産の一部について、地価の著しい下落等の理由によ 

  り、回収可能価額まで土地を減額し、当該減少額532百万円を減損損失として特別損失に計 

  上しております。 
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４．退職給付費用 

   当社と連結子会社津上工販㈱が平成16年４月１日に合併したことに伴い、津上工販㈱の 

  当連結会計年度末の退職給付債務の算定方法を簡便法から原則法に変更したことによるも 

  のであります。 

 

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

                      当連結会計年度     前連結会計年度 
   現 金 及 び 預 金 勘 定                    ２,２３５百万円     1,８０７百万円 
   預入期間が３ケ月を超える定期預金   △   ４０      △   ４０  
   現 金 及 び 現 金 同 等 物                    ２,１９５       １,７６７ 
 

（リース取引関係） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                         【単位：百万円】(百万円未満切捨) 
  当連結会計年度 前連結会計年度 

 
 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 機械装置及 び運搬具           １４４ １１５ ２９ １６７ １１４ ５２ 

 有形固定資産・その他 １３３ ８４ ４９ ２０１ １４７ ５４ 

 無 形 固 定 資 産           ２３ １２ １０ ５１ ４９ １ 

 合  計 ３０１ ２１２ ８９ ４２０ ３１１ １０９ 

 

 
                      当連結会計年度     前連結会計年度 
２．未経過リース料期末残高相当額 
   １ 年 以 内                ３６百万円       ４５百万円 
   １  年  超                ５３          ６３  
   合     計                ８９         １０９ 
  (注)取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が 

    有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し 

    ております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 
    支 払 リ ー ス 料                      ４９百万円       ６３百万円 
    減価償却費相当額              ４９          ６３ 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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（税効果会計関係） 

                      当連結会計年度     前連結会計年度 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  (繰延税金資産) 

   貸倒引当金損金算入限度超過額         ９３百万円       ４８百万円 

   賞与引当金否認                ８６          ７０ 

   退職給付引当金否認             ２２４         １０９ 

   投資有価証券評価損否認           ３５４         ８８３ 

   その他有価証券評価差額金            －         ２３１ 

   関係会社株式評価損否認             ５           ５ 

   たな卸資産評価損否認             ８６          ２０ 

   減損損失否認                ２１６           － 

   繰越欠損金               ２,３２６       ２,４２４ 

   その他                    ４５          １１４  

  繰延税金資産小計             ３,４４０       ３,９０８ 

   評価性引当額             △ ３,４３３      △ ３,９０３  

  繰延税金資産合計                 ７           ５  

 

(繰延税金負債) 

   その他有価証券評価差額金          △７１百万円        －百万円 

  繰延税金負債合計               △７１           －  

  繰延税金資産の純額              △６４           －  

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった 

  主な項目の内訳 

   

  当連結会計年度及び前連結会計年度においても、当期純損失であるため記載を省略してお

ります。 
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（有価証券関係） 

 
当連結会計年度（平成16年3月31日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの  
                        【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

 
 

種  類 取得原価 
連結貸借対照表
計  上  額 

差  額 

 (1)株   式 ９０１ １,１１２ ２１０ 

 (2)債   券 － － － 

 (3)そ の 他 － － － 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

小  計 ９０１ １,１１２ ２１０ 

 (1)株   式 ３８０ ３４６ △３４ 

 (2)債   券 － － － 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの (3)そ の 他 － － － 

  小  計 ３８０ ３４６ △３４ 

 合      計 １,２８２ １,４５８ １７５ 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について95百万円 

     減損処理を行っております。 

 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成15年4月1日～至 平成16年3月31日) 
                        【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

 売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 ９３１ ２６９ １０４ 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容 
                        【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

  連結貸借対照表計上額 

  その他有価証券  

    非上場株式(店頭売買株式を除く) ６２ 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について4百万円 

     減損処理を行っております。 
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前連結会計年度（平成15年3月31日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの  
                        【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

 
 

種  類 取得原価 
連結貸借対照表
計  上  額 

差  額 

 (1)株   式 ５ １１ ６ 

 (2)債   券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 － － － 

 (3)そ の 他 － － － 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

小  計 ５ １１ ６ 

 (1)株   式 １,８６８ １,４０９ △４５８ 

 (2)債   券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 １１ １０ △  １ 

  ③そ  の  他 － － － 

 (3)そ の 他 ２６７ １４４ △１２２ 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

小  計 ２,１４７ １,５６４ △５８２ 

 合      計 ２,１５２ １,５７６ △５７６ 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について743百万円 

     減損処理を行っております。 

 
 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成14年4月1日～至 平成15年3月31日) 
                        【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

 売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 １１ ４ － 

 
 
 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容 
                        【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

  連結貸借対照表計上額 

  その他有価証券  

    非上場株式(店頭売買株式を除く) ９ 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について14百万円 

     減損処理を行っております。 
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４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額  
                        【単位：百万円】（百万円未満切捨） 
  1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

 1.債券     

  (1)国債・地方債等 － － － － 

  (2)社債 １０ － － － 

  (3)その他 － － － － 

 2.その他 － － － － 

  投資信託 － ５ ２０ － 

 合  計 １０ ５ ２０ － 
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セグメント情報 
 
１．事業の種類別セグメント 
  当連結会計年度(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)   【単位：百万円】(百万円未満切捨) 

 工作機械事業 
測定器その他 
の 事 業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 
  売上高 

     

(1) 外部顧客に対する売上 １６,６２０ ３,３７０ １９,９９１ － １９,９９１ 

(2) 
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － － (    －) － 

計 １６,６２０ ３,３７０ １９,９９１ (    －) １９,９９１ 

    営業費用 １５,３０７ ２,８４９ １８,１５６ ７５７ １８,９１４ 

    営業利益 １,３１３ ５２１ １,８３４ (  ７５７) １,０７７ 

Ⅱ.資産、減価償却費、減損損失 
  及び資本的支出 

     

    資産 １７,５８７ ３,４１６ ２１,００４ ４,０４７ ２５,０５２ 

    減価償却費 ４２０ ９８ ５１９ ７３ ５９２ 

    減損損失 ２５１ － ２５１ ２８１ ５３２ 

    資本的支出 １７７ ７１ ２４９ ８ ２５８ 

 
  前連結会計年度(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日)   【単位：百万円】(百万円未満切捨) 

 工作機械事業 
測定器その他 
の  事  業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 
  売上高 

     

(1) 外部顧客に対する売上 １４,２１２ ２,１０５ １６,３１８ － １６,３１８ 

(2) 
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － － (    －) － 

計 １４,２１２ ２,１０５ １６,３１８ (    －) １６,３１８ 

    営業費用 １３,９０６ １,９７８ １５,８８４ ６４１ １６,５２５ 

    営業利益又は営業損失(△) ３０６ １２７ ４３４ (  ６４１) △ ２０７ 

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出      

    資産 １９,７８４ ２,５３７ ２２,３２１ ３,８０８ ２６,１３０ 

    減価償却費 ４９５ ８５ ５８０ １０８ ６８８ 

    資本的支出 ５６６ ８ ５７４ １ ５７５ 

(注)１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

  ２．各区分の主な製品 

   (1)工作機械事業……………ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、 

                転造盤、ラップ盤 

   (2)測定器その他の事業……精密測定器、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート 

  ３．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた 

    配賦不能費用の金額は６４９百万円及び７５０百万円であり、その主なものは当社本社の総 

    務部門等管理部門に係る費用であります。 
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  ４．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社 

    資産の金額は３,８０８百万円及び４,０４７百万円であり、その主なものは当社本社での余 

    資運用資金（現金･預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る 

    資産等であります。 

  ５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と繰延資産の償却額及び増加額が含まれてお 

    ります。 

 

２．所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度及び前連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外 

 支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

  当連結会計年度(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)   【単位：百万円】(百万円未満切捨) 
 

  アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

 
Ⅰ 海 外 売 上 高            ５,１８９ １,３４４ ４２８ － ６,９６２ 

 
Ⅱ 連 結 売 上 高                １９,９９１ 

 
Ⅲ 

連 結 売 上 高 に 占 め る            
海外売上高の割合（％） 

２６.０ ６.７ ２.１ － ３４.８ 

 

 前連結会計年度(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日)    【単位：百万円】(百万円未満切捨) 
 

  アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

 
Ⅰ 海 外 売 上 高            ５,０３４ ９９２ ３３４ － ６,３６１ 

 
Ⅱ 連 結 売 上 高                １６,３１８ 

 
Ⅲ 

連 結 売 上 高 に 占 め る            
海外売上高の割合（％） 

３０.９ ６.１ ２.０ － ３９.０ 

 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  ２．各区分に属する主な国又は地域 

   (1)ア  ジ  ア………台湾、タイ、香港、シンガポール 

   (2)ア メ リ カ      ………アメリカ合衆国 

   (3)ヨ ー ロ ッ パ      ………ドイツ、スイス、イタリア 

   (4)その他の地域………ロシア 

  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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退職給付関係 

 
１．採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 
 
２．退職給付債務及びその内訳 

                       当連結会計年度     前連結会計年度 
 (１)退職給付債務               △２,５９９百万円   △２,５３６百万円 
 (２)年金資産                   １５６         １７２  

 (３)未積立退職給付債務(1)+(2)        △２,４４３      △２,３６４ 
 (４)会計基準変更時差異の未処理額        １,５４０       １,７４６ 
 (５)未認識数理計算上の差異            ２６５         １９０ 

 (６)未認識過去勤務債務（債務の減額）         －           －  
 (７)連結貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5)+(6) △  ６３７      △  ４２６ 
 (８)前払年金費用                   －           － 

 (９)退職給付引当金(7)-(8)           △  ６３７       △  ４２６ 
  (注)1.子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
    2.連結子会社である津上工販㈱は、簡便法によっておりましたが、平成16年４月１日に 
     当社と合併したため、当連結会計年度末の退職給付債務は原則法により算定しており 
     ます。 
 
３．退職給付費用の内訳 
                       当連結会計年度     前連結会計年度 

 退職給付費用                   ３６２百万円      ３２６百万円 
 (１)勤務費用                   １３９         １２９ 
 (２)利息費用                    ４４          ６５ 

 (３)期待運用収益（減算）           △    １      △    ３ 
 (４)会計基準変更時差異の費用処理額        １４５         １４５ 
 (５)数理計算上の差異の費用処理額           ３４       △   １０ 

  (注)1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(１)勤務費用」に計上しており 
     ます。 
    2.連結子会社である津上工販㈱は簡便法によっておりましたが、平成16年４月１日に当 
     社と合併したため、当連結会計年度末の退職給付債務は原則法により算定しており、 
     当該退職給付債務増加額は上記退職給付費用に含めず、特別損失に１６７百万円計上 
     しております。 
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
                       当連結会計年度     前連結会計年度 

 (１)割引率                     ２.０％        ２.０％ 
 (２)期待運用収益率                 ２.０％        ２.５％ 
 (３)退職給付見込額の期間配分方法       期間定額基準        同  左 

 (４)過去勤務債務の処理年数               －           － 
 (５)会計基準変更時差異の処理年数          １５年         １５年 
 (６)数理計算上の差異の処理年数            ５年          ５年 

 

関連当事者との取引関係 

 
  特記すべき事項はありません。 
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比 較 連 結 販 売 実 績

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

期　日　 当連結会計年度 前連結会計年度

事業の種類別 (H15.4.1～H16.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)

％ ％ ％
工 自 動 旋 盤 11,087 55.4 9,007 55.2 2,080 23.1 

作 研 削 盤 2,074 10.4 1,815 11.1 259 14.3 

機 マシニングセンタ 1,741 8.7 1,440 8.8 301 21.0 

械 転造盤・ラップ盤 874 4.4 907 5.6 △ 33 △ 3.6 

事 そ の 他 842 4.2 1,043 6.4 △ 201 △ 19.2 

業 計 16,620 83.1 14,212 87.1 2,408 16.9 

3,370 16.9 2,105 12.9 1,265 60.1 

合　　　　　　　計 19,991 100.0 16,318 100.0 3,673 22.5 

(う　 ち　 輸　 出) (6,962) (34.8) (6,361) (39.0) (601) (9.4)

比較増減

測定器その他の事業

-２４-


